
証券コード 6190
　

第24 期
定時株主総会
招 集 ご 通 知
　
開 催 日 時

2025年６月26日（木曜日）午後１時

開 催 場 所

（受付開始：午後０時30分）

広島県広島市東区二葉の里三丁目５番７号
GRANODE広島３階
TKPガーデンシティPREMIUM広島駅北口
ホール3A
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

決 議 事 項

第 １号 議 案 取締役６名選任の件
第 ２号 議 案 会計監査人選任の件

　



証券コード　6190
（発送日）2025年６月11日

（電子提供措置開始日）2025年６月５日
株　主　各　位

広 島 県 東 広 島 市 鏡 山 三 丁 目 ４ 番 １ 号
株 式 会 社 　 フ ェ ニ ッ ク ス バ イ オ
代 表 取 締 役 社 長 　 島 田 　 卓

【当社ウェブサイト】
https://phoenixbio.co.jp
（上記ウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより

「IR情報」「株式について」「株主総会」を順に選択いただき、
ご確認ください。）

【東京証券取引所ウェブサイト】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記ウェブサイトにアクセスしていただき、銘柄名「フェニックスバ

イオ」又はコード「6190」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書
類/PR情報」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/6190/teiji/

第24期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第24期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2025年６月25日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
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１．日 時 2025年６月26日（木曜日）午後１時　  （午後０時30分より受付を開始いたします。）
２．場 所 広島県広島市東区二葉の里三丁目５番７号　GRANODE広島３階

TKPガーデンシティPREMIUM広島駅北口　ホール３A
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第24期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第24期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役６名選任の件
第２号議案 会計監査人選任の件

記

以　上
◎　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま

す。
◎　議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱

いいたします。
◎　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正

前及び修正後の事項を掲載いたします。
◎　当日ご出席される株主様におかれましては、当日の健康状態に十分ご留意いただき、くれぐれもご無理をな

さらないようお願いいたします。
◎　今後の状況により、株主総会の運営等に大きな変更が生じる場合は、当社ウェブサイト（アドレス　

https://phoenixbio.co.jp）にてお知らせいたします。
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株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合

2025年 6 月26日（木曜日）
午後 1 時
（受付開始:午後0時30分）

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

日時

　

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください）

行使期限 2025 年 6 月 25 日（水曜日）午後5時到着分まで

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使書のご記入方法

第１号議案について
全員賛成の場合 →賛 に○印
全員反対の場合 →否 に○印
一 部 候 補 者 に
反 対 の 場 合

→賛 に○印をし、反対する候補者
番号を下の空欄に記入

第２号議案について
賛 成 の 場 合 →賛 に○印
反 対 す る 場 合 →否 に○印

議 決 権 行 使 書
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.
議 決 権 の 数
　　　　　　　　個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○

※議決権行使書はイメージです。
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第１号議案 取締役６名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位

１ し ま

島
だ

田
 

　
 

　
たかし

卓 代表取締役社長 再 任
　

２ た

田
む ら

村
 

　
や す

康
ひ ろ

弘 専務取締役管理部長 再 任
　

３ むかい

向
だ に

谷
 

　
ち

知
せ

世 取締役研究開発部長
兼生産部長 再 任

　

４ か

加
く に

國
 

　
ま さ

雅
か ず

和 － 新 任
　

５ も り

森
か わ

川
 

　
よ し

良
お

雄 － 新 任
　

６ ふ じ

藤
い

井
 

　
よ し

義
の り

則 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所の定めに基づく独立役員

株主総会参考書類

　取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化を図る
ため取締役２名を増員することとし、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

4



候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

1
　

しま

島
 

 
だ

田
 

 
 

 
 

 
 

 
 

　
 

 
たかし

卓
(1959年５月29日生)

    1984年    4 月 明治製菓株式会社（現　株式会社明治）入社
    1988年    2 月 株式会社特殊免疫研究所入社
    1995年    9 月 同社取締役管理部長
    2002年    3 月 株式会社エピフェニックス設立（現　当社）代表取締役社

長
    2003年    3 月 当社取締役副社長
    2005年    11月 当社経営企画室長
    2006年    6 月 当社取締役経営企画室長
    2007年    6 月 当社取締役副社長経営企画室長
    2007年    11月 当社取締役副社長営業企画部長
    2012年    6 月 PhoenixBio USA Corporation President,CEO
    2014年    3 月 当社取締役副社長営業部長
    2014年    7 月 当社取締役副社長
    2017年    12月 KMT Hepatech,Inc. Chairman（現任）
    2018年    6 月 当社代表取締役社長（現任）
    2018年    6 月 PhoenixBio USA Corporation Chairman（現任）

61,000株

（重要な兼職の状況）
PhoenixBio USA Corporation Chairman
KMT Hepatech,Inc. Chairman

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

2
　

た

田
 

 
むら

村
 

 
 

 
 

 
 

 
やす

康
 

 
ひろ

弘
(1957年２月８日生)

    1981年    4 月 サントリーフーズ株式会社入社
    1985年    8 月 中国東映ビデオ販売株式会社入社
    1997年    10月 株式会社井筒屋入社
    2001年    8 月 同社取締役管理部長
    2004年    4 月 当社管理部長
    2005年    6 月 当社取締役管理部長
    2005年    11月 当社管理部長
    2006年    6 月 当社取締役管理部長
    2007年    6 月 当社常務取締役管理部長
    2010年    6 月 PhoenixBio USA Corporation CFO（現任）
    2014年    6 月 当社専務取締役管理部長（現任）
    2017年    12月 KMT Hepatech,Inc. CFO（現任）

36,800株

（重要な兼職の状況）
PhoenixBio USA Corporation CFO
KMT Hepatech,Inc. CFO
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

3
　

むかい

向
 

 
だに

谷
 

 
 

 
 

 
 

 
ち

知
 

 
せ

世
(1961年12月25日生)

    1984年    4 月 住友化学工業株式会社（現　住友化学株式会社）入社
    1993年    4 月 科学技術振興事業団　吉里再生機構プロジェクト　研究員
    1997年    12月 科学技術振興事業団　広島県組織再生プロジェクト　主任

研究員
    2002年    11月 文部科学省知的クラスター創生事業　吉里プロジェクト　

主任研究員
    2004年    4 月 広島大学肝臓プロジェクト研究センター　研究員
    2007年    4 月 当社研究開発部長
    2007年    6 月 当社取締役生産部長兼試験研究部長兼研究開発部長
    2007年    11月 当社取締役ＰＸＢ部長兼Ｒ＆Ｄ部長
    2009年    6 月 当社取締役生産部長兼研究開発部長
    2012年    6 月 PhoenixBio USA Corporation Chief Scientific Officer
    2014年    6 月 当社常務取締役生産部長兼研究開発部長
    2016年    7 月 当社常務取締役研究開発部長

2022年    4 月 当社常務取締役研究開発部長兼生産部長
2022年    6 月 当社取締役研究開発部長兼生産部長（現任）

31,300株

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

新 任

4
　

か

加
 

 
くに

國
 

 
 

 
 

 
 

 
まさ

雅
 

 
かず

和
(1971年12月２日生)

    1996年    4 月 協和発酵工業株式会社（現　協和キリン株式会社）入社
    2005年    7 月 当社入社
    2009年    7 月 当社受託試験部長
    2014年    6 月 当社取締役受託試験部長
    2020年    12月 当社取締役

KMT Hepatech,Inc. President（現任）
（重要な兼職の状況）

KMT Hepatech,Inc. President

4,900株

6



候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

新 任

5
　

もり

森
 

 
かわ

川
 

 
 

 
 

 
 

 
よし

良
 

 
お

雄
(1970年２月18日生)

    1997年    7 月 中外テクノス株式会社入社
    2004年    11月 当社入社
    2014年    7 月 当社営業部長
    2015年    6 月 PhoenixBio USA Corporation Executive Vice 

President
    2016年    6 月 当社取締役営業部長
    2017年    12月 KMT Hepatech,Inc. Chief Strategy Officer（現任）
    2018年    6 月 PhoenixBio USA Corporation President,CEO（現任）
    2018年    7 月 当社取締役

（重要な兼職の状況）
PhoenixBio USA Corporation President,CEO
KMT Hepatech,Inc. Chief Strategy Officer

－

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

再 任

社 外

独 立

6

　

ふじ

藤
 

 
い

井
 

 
 

 
 

 
 

 
よし

義
 

 
のり

則
(1970年10月２日生)

    1994年    10月 朝日監査法人（現　有限責任 あずさ監査法人）広島事務所
入所

    1998年    4 月 公認会計士登録
    2006年    7 月 公認会計士藤井義則事務所（現　ビズリンク公認会計士共

同事務所）開設（現任）
    2006年    9 月 税理士登録
    2008年    7 月 ビズリンク・アドバイザリー株式会社　代表取締役（現

任）
    2015年    5 月 株式会社ハローズ　社外取締役（現任）
    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）

－

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．藤井義則氏は社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

の概要は、公認会計士及び税理士として豊富な経験と、企業会計並びに税務に関する専門的な知識
を、当社の経営に反映していただくことを期待したためであります。

３．藤井義則氏は、現在当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって９年と
なります。

４．当社は藤井義則氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継
続する予定であります。

５．当社は、藤井義則氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結
しており、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び訴訟費用等の損害を填補することとしてお
ります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 会計監査人選任の件

名 称 晄和監査法人
主たる事業所の所在地 広島県広島市中区袋町３-17　シシンヨービル８階
沿 革 2003年４月　　西日本監査法人、広島県広島市に設立

2004年４月　　日比谷監査法人、東京都港区に設立
2020年９月　　西日本監査法人と日比谷監査法人とが合併

概 要 出資金　　　　　　　　　　　8,000千円
構成人員　代表社員（公認会計士）　６名
　　　　　社員（公認会計士）　　　５名
　　　　　職員（公認会計士）　　　１名（ほかに非常勤６名）
　　　　　　　（会計士補等）　　　１名
　　　　　　　（その他の職員）　　６名
　　　　　合　計　　　　　　　　  25名
監査対象の上場会社数　　　　　　　５社

　当社の会計監査人である有限責任あずさ監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの
で、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。
　また、監査役会が晄和監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会計監査人としての専門性、独立性、品
質管理体制、監査報酬の水準並びに新たな視点での監査が期待できること等を総合的に勘案した結果、当社の会
計監査人として適任と判断したためであります。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2025年４月１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の回復や雇用・所得環境の改善などにより景気は緩や
かに回復しているものの、エネルギー価格の高止まりや継続的な物価上昇に加えて、米国の通商政策の影
響により先行きは不透明な状況にあります。
　当社グループの顧客が属する医薬品業界は、世界人口の増加と新興国の所得水準の向上を背景として市
場は成長しておりますが、特許切れによる後発薬の台頭、新薬開発の長期化等により製薬企業の収益性は
厳しさを増しております。一方で、潤沢な資金を持つ大手製薬企業は、新たな収益源を求めて有望なパイ
プラインには積極的に投資する等、M&Aによる業界再編が進んでおります。このような状況を背景に、
製薬企業では新薬開発を迅速かつ効率的に実施するために、臨床試験等の開発業務を外部のCRO（開発
業務受託機関）へ委託するケースが増えており、当社がターゲットとしている前臨床試験におきましても
製薬企業の外部委託は拡大傾向にあります。
　このような状況のもと、当社グループでは世界の大手製薬企業が研究開発拠点を置く米国を中心に、マ
ウスの肝臓の70%以上がヒトの肝細胞に置き換えられたヒト肝細胞キメラマウス（当社製品名：PXBマウ
ス）を用いた受託試験サービスの提供及びPXBマウス関連製品の販売を行っております。
　PXBマウスの需要は肝炎領域からバイオ医薬領域に移行しており、核酸医薬品や遺伝子治療等の開発で
利用が増加しております。当連結会計年度においては主要顧客である海外製薬企業で開発プログラムの中
止や人員整理が頻発する等、上期は開発予算の都合で受注までは至らないケースが増えましたが、下期で
は研究開発活動に回復の傾向が見られ、引き合いは増加しております。受注高はこれまで単年でマウス販
売契約をしていた顧客から新たに２年契約で受注獲得したこともあり前年同期を上回りましたが、売上高
については、上期での受注不振が響き前年同期を下回りました。損益面につきましては、受託試験の外注
案件が減少したこと等により売上原価は減少しておりますが、研究開発費は増加しており、売上高の減少
に伴い営業赤字となりました。また、連結子会社であるKMT Hepatech,Inc.の解散及び清算決定に伴
い、特別損失として事業整理損失引当金等を計上しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高1,541,388千円（前年同期比10.1％減）、営業損失142,079千円
（前年同期は営業利益11,063千円）、経常損失155,182千円（前年同期は経常利益43,526千円）、親
会社株主に帰属する当期純損失448,933千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益26,378千
円）となりました。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中の主な設備投資として、マウス生産施設の器具備品や研究機器等の購入、マウス管理
システムのクラウド化を実施しております。
　当連結会計年度中に行いました設備投資は52,508千円となりました。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中における資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はありません。

区 分 第 21 期
2022年３月期

第 22 期
2023年３月期

第 23 期
2024年３月期

第 24 期
(当連結会計年度)
2025年３月期

売 上 高 （千円） 1,324,817 2,124,051 1,715,321 1,541,388
経常利益又は経常
損 失 （ △ ） （千円） △127,965 511,299 43,526 △155,182
親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ )

（千円） △387,970 493,329 26,378 △448,933

１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期 純 損 失 ( △ )

（円） △117.50 145.23 6.98 △110.99

総 資 産 （千円） 2,280,467 3,018,661 2,715,320 2,285,342

純 資 産 （千円） 828,151 1,514,470 1,797,607 1,365,406

１ 株 当 た り
純 資 産 額 （円） 249.05 413.63 442.65 333.49

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況
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区 分 第21期
2022年３月期

第22期
2023年３月期

第23期
2024年３月期

第24期
(当事業年度)

2025年３月期
売 上 高 （千円） 1,324,817 2,124,051 1,715,321 1,541,388
経常利益又は経常
損 失 （ △ ） （千円） △160,882 413,825 △64,357 △292,082
当期純利益又は当期
純 損 失 ( △ ) （千円） △163,208 397,158 △83,099 △507,440
１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期 純 損 失 ( △ )

（円） △49.43 116.92 △21.97 △125.46

総 資 産 （千円） 2,507,968 3,033,848 2,642,382 2,100,560

純 資 産 （千円） 1,071,062 1,644,380 1,792,856 1,299,616

②　当社の財産及び損益の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

PhoenixBio USA 
Corporation 米国ニューヨーク州 US$3 100.0％ PXBマウスを用いた受託

試験サービスの仲介
CMHL 
Consortium LLC 米 国 デ ラ ウ ェ ア 州 US$250,000 100.0％ PXBマウスを用いた研究

開発
KMT 
Hepatech,Inc. カナダアルバータ州 CA$843,749 100.0％ PXBマウスの生産

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）当社は、2025年４月30日開催の取締役会において、KMT Hepatech,Inc.を解散及び清算するこ
とを決議しております。
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(4) 対処すべき課題
　当社は、創薬支援・再生医療バイオベンチャー企業として対処すべき課題を以下のように考えています。
①　PXBマウス需要への対応

　当社グループの事業環境は、従来の肝炎関連の受託試験サービスが減少する一方で核酸医薬・遺伝子治
療など安全性等分野でのマウス販売が増加している状況にあります。
　当社グループとして北米の生産拠点と位置づけたKMT Hepatech社については、採算の観点から解散
する方針を決定しましたが、依然堅調に推移するPXBマウスの需要に対応するため、外部への飼育委託に
よる段階的な増産に取り組むとともに、今後、投資効率の高い増産計画を検討してまいります。そのうえ
で、引き続き高い品質のPXBマウスを提供するために、国内外の顧客や提携先CROからもたらされる納品
後のマウスの情報について、当社の品質管理部門が一元的に対応、適切にフィードバックする体制を整え
てまいります。
　また昨今、強く動物愛護が求められる環境下においては、一方的な増産計画のみならず、動物福祉の観
点からも理想的な設備と飼育方法で管理する責任があることから、国際的な動物管理及び使用に関する評
価を行っているAAALAC International（国際実験動物ケア評価認証協会）に認証取得の申請をいたしま
した。今後も国際基準に準拠した動物福祉の実現に取り組んでまいります。

②　in vitro分野への展開・発展
　近年、動物実験の代替手段として、ヒトの細胞や組織を利用したin vitro試験の重要性がますます高ま
っております。当社グループではin vitro試験で使用できる製品として、PXBマウスの肝臓から分離され
た新鮮ヒト肝細胞である PXB-cellsのほか、PXB-Shizuku、PXB-cells RF、PXB-cells Cryo等の関連製品
を新たに市場投入しており、今後さらにその需要が高まることが期待されます。
　このような状況において、当社グループはin vitroの評価法として世界的に開発が進められている
Microphysiological System（MPS：生体模倣システム）等の新規デバイスや新技術に対する研究開発
を強化し、併せて、共同研究先であるUSC（University of Southern California）を通じて、医薬品開発
競争の主要舞台である米国のトレンドを見極め、市場ニーズにあった製品開発を目指してまいります。
　また、市場の拡大を見据えた体制として、並行して顧客開拓や増産検討も進めてまいります。
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③　新しい市場の取り込み
　創薬におけるモダリティ（治療薬の形態）は多様化しており、抗体医薬、細胞治療医薬、核酸医薬、遺
伝子治療など新しい技術を用いた医薬品・治療法の開発が活発になっており、評価ツールとしてのヒト肝
キメラマウスやヒト肝細胞の需要は増加しております。
　今後、さらに当社グループが市場を獲得してゆくためには、PXBマウス、PXB-cellsに関して、次世代
医薬品・治療法の評価ツールとしての有用性を示すデータ取得が一層重要になると認識しており、自社で
の研究開発に加えて、共同研究先、業務提携先とも協力して進めてまいります。
　また、安全性等分野における核酸医薬、遺伝子治療、薬効薬理分野におけるMASH（metabolic 
dysfunction associated steatohepatitis：従来の非アルコール性脂肪性肝炎、アルコール性脂肪性肝炎
を統合した肝疾患名称）や脂質代謝を、新しい市場での重要分野と位置づけ、PXBマウス、PXB-cellsの
用途開発や新製品開発に取り組んでまいります。当社では基幹技術であるPXBマウスの基本特許を、日米
を始め主要地域において取得しておりますが、今後も社内研究や共同研究で新たに開発した知財の権利化
について専心してまいります。

PXBマウス事業 PXBマウス（ヒト肝細胞を持つキメラマウス）を用いた医薬品開発の受託試
験サービス

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

本 社 広島県東広島市鏡山三丁目４番１号

PhoenixBio USA Corporation 米国 ニューヨーク州

CMHL Consortium LLC 米国 デラウェア州

KMT Hepatech,Inc. カナダ アルバータ州

(6) 主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）
①　当社

②　子会社
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使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

48名 ２名増 45.9歳 13.1年

(7) 使用人の状況（2025年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況　　　　　　　　　　　　69名
（注）１．使用人数には、パート及び嘱託社員は含んでおりません。

２．当社グループはPXBマウス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしており
ません。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数には、パート及び嘱託社員は含んでおりません。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 広 島 銀 行 225,000千円

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 175,010

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 10,000,000株

②　発行済株式の総数 4,057,233株

③　株主数 2,090名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 和 商 事 株 式 会 社 708,000株 17.5％

三 和 澱 粉 工 業 株 式 会 社 574,218 14.2

森 本 　 俊 一 506,000 12.5

株 式 会 社 特 殊 免 疫 研 究 所 129,000 3.2

楽 天 証 券 株 式 会 社 101,300 2.5

株 式 会 社 S B I 証 券 100,681 2.5

株 式 会 社 叡 拳 88,000 2.2

島 田 　 卓 61,000 1.5

安 田 信 也 58,000 1.4

中 外 テ ク ノ ス 株 式 会 社 57,000 1.4

株 式 数 交 付 対 象 者 数
取 締 役
（ 社 　 外 　 取 　 締 　 役 　 を 　 除 　 く ） 22,408株 ４名

社 外 取 締 役 － －
監 査 役 － －

２．会社の現況
(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

④　大株主

（注）持株比率は自己株式（6,737株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１．当社の株式報酬の内容につきましては、「２．(3)②　取締役及び監査役の報酬等」に記載し
ております。

２．上記は、退任した会社役員に対して交付された株式も含めて記載しております。
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(2) 新株予約権等に関する事項
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。

氏 　 　 名 会 社に お ける 地 位及 び 担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

島 田 　 卓 代表取締役社長 PhoenixBio USA Corporation Chairman
KMT Hepatech,Inc. Chairman

田 村 康 弘 専務取締役管理部長 PhoenixBio USA Corporation CFO
KMT Hepatech,Inc. CFO

向 谷 知 世 取締役研究開発部長兼生産部長
藤 井 義 則 取締役
上 野 基 康 常勤監査役
岡 野 浩 巳 監査役
上 田 正 次 監査役

(3) 会社役員に関する事項
①　取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１．取締役藤井義則氏は、社外取締役であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役上野基康氏及び岡野浩巳氏は、社外監査役であります。なお、当社は両氏を東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．当社と各社外取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役及び監査役であり、被保険者
は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者がその職務の執行により行った
行為に起因して、損害賠償請求がされた場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用について填補
することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにする
ため、被保険者が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たこと、被保険者の犯罪行為又は法令
に違反することを被保険者が認識しながら行った行為等に起因する場合の損害は填補されませ
ん。

５．取締役会長藏本健二氏は、2024年７月30日に逝去により退任いたしました。

16



②　取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方
針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及
び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

a.基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう
株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水
準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報
酬、業績連動報酬等および株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務
に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

b.基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員
給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

c.業績連動報酬等の内容および額の算定方法の決定に関する方針
　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を反映し
た金銭報酬とし、各事業年度の連結経常利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞
与として毎年、一定の時期に支給する。但し、業績によっては支給しないこともある。
　目標となる業績指標とその値は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の
変化に応じて見直しを行うものとする。

d.非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針
　株式報酬については、株価変動のメリットとリスクを株主と共有し、中長期的な業績向上や株価上
昇及び企業価値向上に向けた取締役の貢献度意欲を従来以上に高めることを期待し、それぞれの基本
報酬に役割及び在任年数に基づく貢献度等諸般の事項を総合的に勘案して算定し、株主にとって著し
く不利益となるような希薄化が起こらないよう配慮しながら、一定の譲渡制限期間及び当社による無
償取得事由等の定めに服する当社普通株式（「譲渡制限付株式」）を毎年、一定の時期に割当てるも
のとする。
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区 分 報 酬 等 の 総 額
（ 千 円 ）

報酬等の種類別の総額（千円） 対 象 と な る
役 員 の 員 数
（ 名 ）基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

78,459
（2,400）

62,700
（2,400）

－
（－）

15,759
（－）

５
（１）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

12,600
（10,800）

12,600
（10,800）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

91,059
（13,200）

75,300
（13,200）

－
（－）

15,759
（－）

８
（３）

e.基本報酬の額、業績連動報酬等の額および非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する
割合の決定に関する方針
　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に
属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、社外取締役を含めた取締役会の審議を経て種類
別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。
　種類別の報酬割合の範囲は、KPI達成度により基本報酬を10とした場合、業績連動報酬等は0～2、
非金銭報酬等は1～4のレンジで決定する。
　なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、概ね
基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝５：１：２とする。（KPIを100%達成の場合）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．上表には、2024年７月30日に逝去により退任した取締役１名を含んでおります。
２．使用人兼務取締役の使用人分給与は支給しておりません。
３．非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員報酬等の内容の決

定に関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は「２．（１）
⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載してお
ります。

４．取締役の報酬限度額は、2006年６月21日開催の第５期定時株主総会において、年額200百万
円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名です。
　また、別枠で、2017年６月28日開催の第16期定時株主総会において、譲渡制限付株式の
割当てのための報酬額として年額120百万円以内（社外取締役を除く）と決議いただいており
ます。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は、６名です。

５．監査役の報酬限度額は、2008年6月24日開催の第７期定時株主総会において、年額50百万円
以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。
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役 職 及 び 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社 外 取 締 役 に 期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 藤 井 義 則

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席いたしまし
た。
公認会計士の見地から、取締役会において、積極的に意見を述べてお
り、特に企業会計について専門的な立場から監督・助言等を行うなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため適切な役割を果た
しております。

監査役 上 野 基 康

当事業年度に開催された取締役会13回全てに、また、監査役会13回全
てに出席いたしました。
長年にわたる経理財務の職務経験から、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

監査役 岡 野 浩 巳

当事業年度に開催された取締役会13回全てに、また、監査役会13回全
てに出席いたしました。
弁護士の見地から意見を述べるなど、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。
ロ．当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000千円

(4) 会計監査人に関する事項
①　名称　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に係る監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に
係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で
会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況の相当性、報酬見積りの算定根拠につ
いて確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等
の額に同意しました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、解任が相当と認められる場合には、監査
役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任します。また、会計監査人に適正な監査の遂行に支障を
きたす事由が生じたと認められる場合には、監査役会は会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再
任しないことに関する議案の内容を決定します。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務並びに当社及
び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとお
りであります。
①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務並びに当社及び当社子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の業務の適正
を確保するための体制
イ．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款はもとより社会規範、企業倫理、社内
規程に適合することを確保し、当社グループ「行動規範」に則り「コンプライアンス規程」に基づき適
正かつ健全に遂行されるためのコンプライアンス体制を構築する。
ロ．代表取締役社長、内部監査部門はコンプライアンス体制の整備と問題点の把握に努め、「内部監査規
程」にもとづき、経営の合理化・効率化及び業務の適正な遂行を図る。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制
　重要事項に関する意思決定及び報告については、「取締役会規程」に基づいて実施し、取締役の職務の
執行に係る情報について、保存期間・保存方法・保存場所を定め、適切な管理を行うために、「文書管理
規程」を制定し体制を完備する。また、情報の管理については、「情報システム業務管理規程」に基づき
適切に対応する。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社グループでは、事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを把握し、それぞれのリスク
毎に管理・対応策などその評価を行い、これを事業運営に活かす仕組みを整備する。災害や障害等の発
生など、事業継続不能リスクの顕在化に伴うリスク管理対応を適切に実施するため、「リスク管理規
程」を制定し管理体制を構築する。
ロ．不測の事態が発生した場合には、リスク対策本部を設置し、必要に応じて顧問弁護士等を含む外部専
門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損害の拡大を防止し事業の継続を確保するための体制を整
える。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループでは、全社的な目標として中期経営計画及び各年度予算を策定し、当社の各部門及び当社
の子会社は、この計画を達成するための具体的な施策を立案し、実行する。「取締役会規程」、「組織規
程」その他職務権限、分掌を定める社内規程により、適正かつ効率的に取締役の職務の執行が行われる体
制を確保する。
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⑤　当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社及び子会社の重大な法令違反など特に
コンプライアンスに重点を置いた適切なリスク管理体制の構築に努める。「関係会社管理規程」に基づい
て子会社から経営上の重要事項の承認や事業内容の定期的な報告を義務付け、また必要に応じて子会社に
取締役及び幹部社員を派遣し、問題点の把握・解決に努める。
　内部監査部門は当社及び子会社の業務が適正に運営されているか当社グループの業務全体にわたる内部
統制の有効性と妥当性を確保するよう努める。
⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
並びに補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項、及び当該使用人に対する指示の実効性に関
する事項
　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。補助すべき使用人を設置
する場合は、取締役からの独立性を考慮した体制とし、その任命、異動、評価などについては監査役会の
事前の同意を得て行うものとする。
⑦　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役
への報告に関する体制
イ．代表取締役・取締役は取締役会などの重要な会議において、業務の執行状況及び経営に大きな影響を
及ぼす重要課題の報告を行う。
ロ．当社及び子会社の取締役・使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ適切に監査役に報告を
行う。また、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、あるいは法令違反その他コンプラ
イアンスに関する重大な事実があることを発見した場合には、当社及び子会社の取締役・使用人は直ち
に監査役に通報及び報告する体制とする。

ハ．当社及び子会社は、監査役へ通報及び報告を行った当社又は子会社の取締役、使用人等に対して、当
該通報及び報告をしたことを理由に不利な扱いを行うことを禁ずるものとする。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表取締役は定期的に監査役との意見交換を行う。
ロ．監査役は、会計監査人から定期的に監査に関する情報を受け、情報交換を行う。
ハ．監査役は、内部監査部門と定期的に情報交換を行う。
ニ．監査役の職務の執行に関して生ずる必要な費用については、請求により会社は速やかに支払うものと
する。

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制
　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度に適切に対応するため、「財務報告に係る内
部統制の構築の基本方針書」に従い、代表取締役社長の指示のもと、内部統制システムの構築を行い、そ
の仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、適宜是正するとともに、金融商品取引法及びその他の
関連法令等との適合性を確保する。
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⑩　反社会的勢力の排除に向けた体制
　当社グループでは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、「反社会的
勢力対応マニュアル」にもとづき毅然として対応する。
　管理部を反社会的勢力対応部署と位置付け不当要求防止責任者（暴力団員による不当な行為の防止等に
関する法律第14条）を選任し、弁護士・警察等の外部専門機関との連携を図り、反社会的勢力に対して
毅然とした姿勢で対応する体制を整備するとともに、役員及び従業員に対し、教育・研修等により関連法
令、規則の内容を周知徹底する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務並びに当社及
び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり
ます。
①　内部統制システム全般
　当社グループの内部統制システム全般の整備及び運用状況につきまして、内部監査担当が定期的にモニ
タリングしており、問題点については是正を行っております。
②　コンプライアンス
　コンプライアンス規程に基づき、コンプライアンス委員会において社内研修及び会議体での説明を行
い、法令及び定款を遵守するための体制の維持・構築を行っております。また、内部通報制度を設けて運
営しております。
③　リスク管理体制
　リスク管理規程に基づき、リスク管理委員会においてリスクを抽出し、当該リスクに対する対策等を実
行しております。

④　内部監査
　内部監査担当が作成した内部監査計画に基づき、当社の各部署及びグループ各社の内部監査を実施して
おります。

　本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てております。また、比率は表示単位未満を四捨五入して
おります。
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連結貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部

流動資産

現金及び預金

売掛金及び契約資産

有価証券

製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

車両運搬具

工具、器具及び備品

リース資産

使用権資産

土地

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他　

1,717,435

1,149,390

170,279

625

63,093

44,897

225,234

63,914

567,906

527,702

63,762

0

22,370

34,574

110,993

296,000

18,274

21,930

9,397

9,142

3,390　

負債の部
流動負債 566,623
買掛金 16,370
短期借入金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 79,992
リース債務 32,059
未払法人税等 11,363
前受金 82,455
賞与引当金 7,493
事業整理損失引当金 140,797
その他 96,092

固定負債 353,313
長期借入金 220,018
リース債務 133,295

負債合計 919,936
純資産の部
株主資本 1,326,673
資本金 2,569,896
資本剰余金 789,805
利益剰余金 △2,032,987
自己株式 △40

その他の包括利益累計額 24,140
為替換算調整勘定 24,140
新株予約権 14,592
純資産合計 1,365,406

資産合計 2,285,342 負債純資産合計 2,285,342

連結計算書類

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 1,541,388
売上原価 423,685
売上総利益 1,117,703
販売費及び一般管理費 1,259,782
営業損失 142,079
営業外収益
受取利息 8,331
補助金収入 427
輸送収入 4,979
貸倒引当金戻入額 6,895
その他 298 20,931

営業外費用
支払利息 5,246
株式交付費 12
為替差損 25,510
株式報酬費用消滅損 3,265 34,034
経常損失 155,182
特別利益
リース債務取崩益 37,718 37,718
特別損失
固定資産除却損 2,179
減損損失 13,732
棚卸資産評価損 153,628
事業整理損失引当金繰入額 145,837 315,377
税金等調整前当期純損失 432,841
法人税、住民税及び事業税 11,640
法人税等調整額 4,451 16,091
当期純損失 448,933
親会社株主に帰属する当期純損失 448,933

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 2,562,795 782,705 △1,584,054 △40 1,761,406

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 7,100 7,100 14,200
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △448,933 △448,933

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 7,100 7,100 △448,933 － △434,732

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,569,896 789,805 △2,032,987 △40 1,326,673

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 21,609 21,609 14,592 1,797,607

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 14,200
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △448,933

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 2,530 2,530 2,530

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 2,530 2,530 － △432,201

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 24,140 24,140 14,592 1,365,406

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
（１）連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

ⅰ）連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結しております。

・連結子会社の数　　　　　　　３社
・主要な連結子会社の名称

PhoenixBio USA Corporation
CMHL Consortium LLC
KMT Hepatech,Inc.

ⅱ）持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

ⅲ）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちKMT Hepatech,Inc.の決算日は12月31日であります。従来、同日現在の計算書類を使
用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っておりましたが、2025年４
月30日の取締役会において同社を解散及び清算することを決議したことから、より適切な連結計算書類の
開示を行うため、当連結会計年度より連結決算日に仮決算を行う方法に変更しております。これにより当連
結会計年度は2024年１月１日から2025年３月31日までの15か月間を連結しております。その他の連結子
会社の決算日は連結決算日と一致しております。

ⅳ）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券
原価法

ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
ハ．デリバティブ

時価法
ニ．棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

・製　　　品 月次総平均法による原価法
・仕　掛　品 月次総平均法による原価法
・原　材　料 月次総平均法による原価法
・貯　蔵　品 個別法による原価法

27



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社は定率法を、在外連結子会社は主として定額法によっております。ただし、1998年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物 ３年～36年
・車両運搬具 ２年
・工具、器具及び備品 ２年～15年
　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年か
ら５年間で均等償却する方法によっております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

ハ．リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
　使用権資産
　米国会計基準を適用している在外連結子会社は、「リース（Topic842）」を適用しており、オペレ
ーティング・リース取引はリース期間にわたるリース料の現在価値に基づいて使用権資産及びリース債
務を計上し、リース費用はリース期間にわたって定額法で認識しております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当連結会計年度においては、一般債権に対する貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定の債権がないた
め貸倒引当金は計上しておりません。

賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており
ます。

事業整理損失引当金
　連結子会社の整理に伴う損失に備えるため、損失見込額を計上しております。
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④　収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社グループはPXBマウス事業として、主に製品販売、受託試験サービスを提供しております。
　製品販売は、顧客との契約等に基づき製品を提供しており、製品の引き渡しを履行義務として識別して
おります。顧客が製品を検収した時に資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識し
ております。ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、国内の製品販売については、出荷した時点で収益を認識しております。製品販売に関する取引の対価
は、引き渡し後、概ね３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
　受託試験サービスは、顧客との契約等に基づき当社製品を使用した試験を行い、サンプルや試験報告書
等を提供しており、製品の投入と手技の実施を履行義務として識別しております。受託試験に製品が投入
された時点で資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で製品の収益を認識しております。手技
の実施は、別の用途に転用できないこと及び履行義務を完了した部分は対価を収受する権利を有している
ことから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、試験の進捗度に応じて手技の収益を認識
しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積もり方法は、実験動物を使用したサービスであ
り、試験期間にわたり飼育や薬物投与など一定の人員が投入され、期間の経過と比例的に履行義務が充足
されるため、試験計画等に定める試験期間に基づき、経過期間により試験の進捗度を見積もりしておりま
す。取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、それぞれの予想コストに利益相当額を加算して
独立販売価格の見積りを行っており、独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に
配分しております。受託試験サービスに関する取引の対価は、サンプル及び試験報告書等の提供後、概ね
３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
　当社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、在外連結子会社１社は確定拠出型の制度を設け
ております。当社及び在外連結子会社の退職給付に係る費用は、拠出時に費用として認識しております。

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額を純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計
上しております。
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ⅰ）有形固定資産の減価償却累計額 645,669千円
ⅱ）担保に供している資産

投資有価証券 9,397千円

当座貸越極度額 300,000千円
借入実行額 100,000千円

差引額 200,000千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,028,133株 29,100株 －株 4,057,233株

（２）連結貸借対照表に関する注記

（注）担保に供した投資有価証券は、信用状発行のため差し入れたもので、当連結会計年度末日現在にお
いて対応債務は存在しておりません。

ⅲ）当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

（３）連結損益計算書に関する注記
ⅰ）リース債務取崩益

　KMT Hepatech,Inc.の解散及び清算決定に伴い、生産施設等の賃貸契約を中途解約することから、リー
ス債務取崩益として37,718千円計上しております。

ⅱ）棚卸資産評価損
　KMT Hepatech,Inc.の解散及び清算決定に伴い、処分等する棚卸資産を棚卸資産評価損として153,628
千円計上しております。

ⅲ）事業整理損失引当金繰入額
　KMT Hepatech,Inc.の解散及び清算決定に伴い、今後発生すると見込まれる従業員に対する特別退職
金、為替換算調整勘定の取崩しによる損失等を事業整理損失引当金繰入額として145,837千円計上しており
ます。

（４）連結株主資本等変動計算書に関する注記
ⅰ）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の発行済株式の増加29,100株は、役員に対する譲渡制限付株式の発行によるものであり
ます。
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第22回新株予約権 普通株式 57,000株

ⅱ）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

（５）金融商品に関する注記
ⅰ）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　設備投資計画及び資金計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。一時的な余資
は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、外貨建ての営業債権債務に係る為替
変動リスクの軽減を目的とした先物為替予約取引であり、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、主な取引先は信用度の高い製薬企
業及び公的研究機関を中心としております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権
は、為替の変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものにつ
いては、為替の変動リスクに晒されておりますが、その金額は僅少であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
・　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権については、販売管理規程に従い、各事業部門における営業担当部署が主要な取引先の状況
を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

・　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建ての営業債権債務についての為替変動リスクに対しては、為替予約や契約金額の一部を前受け
するなど、為替変動に対するリスク低減に努めております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた為替リスク管理規程
に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

・　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持
などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

①長期借入金（１年内返済予定の長
期借入金を含む） 300,010 296,470 △3,539

②リース債務（１年内返済予定を含
む） 165,354 169,680 4,326

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定の長
期借入金を含む） － 296,470 － 296,470
リース債務（１年内返済予定を含
む） － － 169,680 169,680

ⅱ）金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（※）「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」及び「短期借入金」については、短期間で決済されるため、時
価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

ⅲ）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債（単位：千円）

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
①長期借入金

借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

②リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しており、レベル３の時価に分類しております。
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１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
長期借入金 79,992千円 79,992千円 60,034千円 －千円 －千円
リース債務 8,430千円 8,208千円 5,681千円 3,748千円 804千円

薬効薬理分野
（千円）

安全性等分野
（千円）

合計
（千円）

一時点で移転される財
一定の期間にわたり移転されるサービス

52,052
21,085

1,320,271
147,978

1,372,324
169,063

顧客との契約から生じる収益 73,138 1,468,249 1,541,388
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 73,138 1,468,249 1,541,388

２．長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

（６）収益認識に関する注記
ⅰ）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

ⅱ）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　１．連結計算書類の作
成のための基本となる重要な事項に関する注記等　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度
（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 208,717
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 132,526
契約資産（期首残高） 8,731
契約資産（期末残高） 37,752
契約負債（期首残高） 55,385
契約負債（期末残高） 78,646

ⅰ）１株当たり純資産額 333円49銭
ⅱ）１株当たり当期純損失 110円99銭

ⅲ）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、主に受託試験サービスにおける期末日時点で完了しているが未請求の製品及び手技に係る対
価に対する当社グループの権利に関するものであり、当該受託試験サービスはサンプルや試験報告書等の提
出時に請求し、売上債権に振り替えられます。契約負債は、顧客からの前受金に関するものであり、収益の
認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、11,013千円
であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を
適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていな
い重要な金額はありません。

（７）１株当たり情報に関する注記
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（８）重要な後発事象に関する注記
　当社は、2025年４月30日の取締役会において、連結子会社であるKMT Hepatech,Inc.（以下、「KMT
社」）を解散及び清算することを決議いたしました。

ⅰ）解散及び清算の理由
　当社の連結子会社であるKMT社は、主要市場である北米にPXBマウス、PXB-cellsを供給する生産施設と
して事業を活動してまいりましたが、PXBマウス生産の歩留率が低く安定生産が見込めないことから、採算
性の向上は難しいと判断し、解散して清算することといたしました。

ⅱ）解散及び清算する会社の概要
①名称　　　　　　　　　　KMT Hepatech,Inc.
②所在地　　　　　　　　　2011-94 Street NW Edmonton,Alberta,Canada
③代表者の役職・氏名　　　President　加國雅和
④事業内容　　　　　　　　PXBマウス及びPXB-cellsの生産
⑤資本金　　　　　　　　　843,749カナダドル
⑥設立年月日　　　　　　　2001年１月
⑦大株主及び株主比率　　　株式会社フェニックスバイオ　100％

ⅲ）解散及び清算の日程
2025年４月30日　　　　　当社取締役会において解散及び清算の決定
2025年６月30日　　　　　KMT社において解散決議（解散日）
2025年12月（予定）　　　清算結了
現地の法令等に従い必要な手続きが完了次第、清算結了となる予定です。

ⅲ）当該事象による損益への影響
　KMT社の解散及び清算決定に伴い、当連結会計年度において特別利益としてリース債務取崩益37,718千
円、特別損失として減損損失13,732千円、棚卸資産評価損153,628千円、事業整理損失引当金繰入額
145,837千円を計上しております。
　なお、翌連結会計年度の業績に与える影響は軽微です。
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場所 用途 種類 金額（千円）
カナダ　アルバータ州 事務所及び生産施設 工具、器具及び備品 13,732

（９）その他の注記
減損損失に関する注記
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
ⅰ）資産のグルーピングの方法
　減損損失の算定にあたっては、資産又は資産グループのキャッシュ・フローから独立したキャッシュ・フロ
ーを生み出す単位に拠って、資産のグルーピングを行っております。
ⅱ）減損損失を計上した資産グループの概要及び経緯

連結子会社KMT Hepatech,Inc.に関する固定資産の減損損失
①　減損損失を認識した資産グループの概要

②　減損損失の計上に至った経緯
　連結子会社であるKMT Hepatech,Inc.は、北米のPXBマウス及びPXB-cellsの生産拠点として事業を活
動してまいりましたが、PXBマウス生産の歩留率が低く安定生産が見込めないことから、2025年4月30
日の取締役会において解散し清算することを決議いたしました。これに伴い、同社が保有する固定資産に
ついて、今後使用せず譲渡もしくは処分する方針であるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしま
した。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込まれ
ないことから、帳簿価額である13,732千円を減損損失として特別損失に計上しております。
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貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金及び契約資産
製品
仕掛品
原材料
貯蔵品
前渡金
前払費用
未収還付法人税等
未収消費税
未収入金
その他

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
車両運搬具
工具、器具及び備品
リース資産
土地
無形固定資産
ソフトウェア
投資その他の資産
関係会社株式
預託金　

1,467,871
910,578
170,279
63,093
44,897
208,910
16,324
10,955
15,358
485

25,029
1,531
427

632,688
408,936
61,808
1,034

0
15,518
34,574
296,000
18,274
18,274
205,478
205,468

9　

負債の部
流動負債 554,052
買掛金 81,950
短期借入金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 79,992
リース債務 9,028
未払金 168,226
未払費用 13,886
未払法人税等 9,660
前受金 82,455
預り金 3,721
関係会社事業損失引当金 5,132

固定負債 246,891
長期借入金 220,018
リース債務 26,873

負債合計 800,943
純資産の部
株主資本 1,285,024
資本金 2,569,896
資本剰余金 789,805
資本準備金 789,805

利益剰余金 △2,074,637
その他利益剰余金 △2,074,637
繰越利益剰余金 △2,074,637

自己株式 △40
新株予約権 14,592
純資産合計 1,299,616

資産合計 2,100,560 負債純資産合計 2,100,560

計算書類

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 1,541,388

売上原価 604,995

売上総利益 936,392

販売費及び一般管理費 1,204,358

営業損失 267,966

営業外収益

受取利息 4,051

輸送収入 4,979

その他 168 9,199

営業外費用

支払利息 4,578

株式交付費 12

為替差損 25,458

株式報酬費用消滅損 3,265 33,315

経常損失 292,082

特別損失

固定資産除却損 2,179

関係会社株式評価損 70,582

棚卸資産評価損 136,710

関係会社事業損失引当金繰入額 5,132 214,604

税引前当期純損失 506,686

法人税、住民税及び事業税 2,317

法人税等調整額 △1,562 754

当期純損失 507,440

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 2,562,795 782,705 782,705 △1,567,196 △1,567,196

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,100 7,100 7,100

当 期 純 損 失 － △507,440 △507,440
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 7,100 7,100 7,100 △507,440 △507,440

当 期 末 残 高 2,569,896 789,805 789,805 △2,074,637 △2,074,637

株 主 資 本
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △40 1,778,264 14,592 1,792,856

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 14,200 14,200

当 期 純 損 失 △507,440 △507,440
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 － △493,239 － △493,239

当 期 末 残 高 △40 1,285,024 14,592 1,299,616

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記

ⅰ）資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式
移動平均法に基づく原価法

ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
②　デリバティブ等

デリバティブ
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
・製　　　品 月次総平均法による原価法
・仕　掛　品 月次総平均法による原価法
・原　材　料 月次総平均法による原価法
・貯　蔵　品 個別法による原価法

ⅱ）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
・建物 ３年から36年
・構築物 ５年から20年
・車両運搬具 ２年
・工具、器具及び備品 ２年から15年
　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から
５年間で均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。
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③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

ⅲ）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当事業年度においては、一般債権に対する貸倒実績及び貸倒懸念債権等特定の債権がないため貸
倒引当金を計上しておりません。
関係会社事業損失引当金
　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して損失負担見込額を計上しており
ます。

ⅳ）収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社はPXBマウス事業として、主に製品販売、受託試験サービスを提供しております。
　製品販売は、顧客との契約等に基づき製品を提供しており、製品の引き渡しを履行義務として識別して
おります。顧客が製品を検収した時に資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で収益を認識し
ております。ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、国内の製品販売については、出荷した時点で収益を認識しております。製品販売に関する取引の対価
は、引き渡し後、概ね３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
　受託試験サービスは、顧客との契約等に基づき当社製品を使用した試験を行い、サンプルや試験報告書
等を提供しており、製品の投入と手技の実施を履行義務として識別しております。受託試験に製品が投入
された時点で資産に対する支配が顧客に移転するため、当該時点で製品の収益を認識しております。手技
の実施は、別の用途に転用できないこと及び履行義務を完了した部分は対価を収受する権利を有している
ことから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、試験の進捗度に応じて手技の収益を認識
しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積もり方法は、実験動物を使用したサービスであ
り、試験期間にわたり飼育や薬物投与など一定の人員が投入され、期間の経過と比例的に履行義務が充足
されるため、試験計画等に定める試験期間に基づき、経過期間により試験の進捗度を見積もりしておりま
す。取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、それぞれの予想コストに利益相当額を加算して
独立販売価格の見積りを行っており、独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に
配分しております。受託試験サービスに関する取引の対価は、サンプル及び試験報告書等の提供後、概ね
３ヶ月以内に回収しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。
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ⅰ）有形固定資産の減価償却累計額 470,825千円
ⅱ）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債務 187,257千円

当座貸越極度額 300,000千円
借入実行額 100,000千円

差引額 200,000千円

売上原価 309,064千円
販売費及び一般管理費 465,877千円
営業取引以外の取引高 501千円

普通株式 6,737株

ⅴ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しており
ます。

（２）貸借対照表に関する注記

ⅲ）当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。

（３）損益計算書に関する注記
関係会社との取引

（４）株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
未払事業税 2,236千円
減価償却超過額 3,015千円
一括償却資産 441千円
減損損失 16,369千円
棚卸資産評価損 41,641千円
関係会社株式評価損 176,637千円
関係会社事業損失引当金 1,563千円
株式報酬費用 26,373千円
繰越欠損金 303,164千円

繰延税金資産小計 571,444千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △303,164千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △268,280千円

評価性引当額小計 △571,444千円
繰延税金資産合計 －千円
繰延税金資産（負債）の純額 －千円

（５）税効果に関する注記
ⅰ）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

ⅱ）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
当事業年度において、税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。
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種類 会社等の
名称

議決権等の所
有（被所有）

割合
関連当事者
との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 PhoenixBio USA
Corporation

所有
直接100％

当社の販売代理
役員の兼任

手数料の支払い
（注）１ 464,774千円 未払金 120,235千円

子会社 CMHL Consortium
LLC

所有
直接100％ 役員の兼任

共同研究に係る
事務委託費
（注）２

1,102千円 未払金 229千円

子会社 KMT Hepatech,
Inc.

所有
直接100％

当社製品生産委託
役員の兼任

委託費の支払い
（注）１

資金の返済

利息の受取
（注）３

309,064千円

110,406千円

501千円

買掛金

－

－

66,792千円

－

－

ⅰ）１株当たり純資産額 317円25銭
ⅱ）１株当たり当期純損失 125円46銭

（６）関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引

（注）1．取引条件につきましては、移転価格税制の基準等に従い、公正に決定しております。
2．共同研究に係る人件費及び支払手数料等の費用を基に、合理的に決定しております。
3．資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。

（７）収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　6．収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

（８）１株当たり情報に関する注記

（９）重要な後発事象に関する注記
　「連結注記表　８．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略して
おります。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩 　 出 　 博 　 男
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 　 江 　 友 　 樹

独立監査人の監査報告書
2025年５月14日

株式会社フェニックスバイオ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
広島事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フェニックスバイオの2024年４月１日
から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社フェニックスバイオ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査
に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩 　 出 　 博 　 男
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 　 江 　 友 　 樹

独立監査人の監査報告書
2025年５月14日

株式会社フェニックスバイオ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
広島事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フェニックスバイオの2024年４
月１日から2025年３月31日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第24期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月14日
株式会社フェニックスバイオ　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 上 野 基 康 ㊞
監査役（社外監査役） 岡 野 浩 巳 ㊞
監査役 上 田 正 次 ㊞
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JR山陽本線「広島駅」下車 広島電鉄「広島駅」下車
新幹線口（北口） 徒歩3分 徒歩6分

光町2丁目

若草町西

若草町中

新幹線口

新幹線口東

駅西高架北

二葉の里3丁目

栄橋東詰

TKPガーデンシティPREMIUM広島駅前

もみじ銀行
広島光町支店

ローソン

マックスバリュ
エクスプレス

シェラトン
ホテル広島

ホテル
グランヴィア

広島

ヴィアイン
広島新幹線口

ゆめマート
二葉の里

東横INN
広島駅
新幹線口

広島JPビル
郵便局

北口

広島駅前
グリーンホテル

アパホテル
広島駅前

駅南口第3駐輪場前

二葉通り

JR
広島病院

GRANODE広島

広島

猿
　猴
　川

株主総会会場ご案内図

◇会場

広島県広島市東区二葉の里三丁目5番7号　GRANODE広島3階
TKPガーデンシティPREMIUM広島駅北口　ホール3A

※交差点まで進んでいただきますと正面入口がございます。こちらからお入りいただき、エレベーターで3階までお越し
ください。手前入口のエスカレーターでは3階まで上がれませんので、ご注意ください。

◇交通のご案内

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
※株主総会ご来場の株主様へのお土産は用意しておりません。何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。


